
 

 

 

 

１ 平成23年度包括外部監査結果と課題                                ２ 包括外部監査結果への対応策  

 
 （１）【監査の視点１】「改革基本方針」への取組状況及び今後の課題 

 

① 改革基本方針 

     ・県の人的関与の抜本的な縮減 

平成23年度末まで 県職員を部課長級職員を含め最小限派遣 

平成24年度から 県職員を事務局員及び学芸員等に限定し派遣 

        

 

平成25年度末まで 県職員を部課長級職員を含め最小限派遣 

平成26年度から 県職員を事務局員及び学芸員等に限定し派遣 

  

 

 ② 監査人の評価 

     ・進捗していないものと判断する。 

       事業団の経営管理を担う人材は、そのほとんどを県職員若しくは県職員ＯＢが占めている状態である。 

        平成22年度包括外部監査実施時の状況 

・事業団の経営管理を担う事務局体制(平成22年度) 

          常務理事(県ＯＢ)１名、事務局長(県派遣(課長級))１名、事務局次長(県派遣(係長級))１名、 

          プロパー職員１名、嘱託職員２名 

        ・５施設の館長及び副館長 

          プロパー職員３名、県職員ＯＢ５名 

   

  

③ 今後の課題（意見） 

     ・現状を踏まえると、管理職としての県職員の派遣に依存せざるを得ない実態にあり、平成25年度末まで 

県職員(部課長級職員)の派遣を２年間延長したとしても、問題解決できるか疑問がある。部課長級職員の 

派遣期間の延長とともに具体的な問題解決策及びそのスケジュールが必要である。≪課題２≫ 

     ・その際には、事業団の今後の事業のあり方について整理が必要である。≪課題１≫ 

 

  

（２）【監査の視点３】外郭団体の経営状況 

 

① 公益法人制度改革への取組 

     ・公益財団法人として公益認定を受けるか否か未定である。 

 

 

② 監査人の評価（意見）≪課題３≫ 

     ・事業団が、将来、どういった事業分野で活動していくのか整理した上で、公益認定を申請するか否かを 

検討することが望ましい。 

        

 

 

包括外部監査を踏まえた課題と対応 

平成24年２月、「改革基本方針」を改定 

 

 

項  目 取組みへの課題等 事業団 長野県 

≪課題１≫ 

今後の事業のあり方 

・文化施設(美術館を除

く)は公募による指定管

理業務であるため、民間

との競争。 

 

 

 

・事業団が地域文化振興

の中核として機能するた

めの体制整備が不十分。 

・県内市町村が設置する文化施  

設等の管理運営や市町村から

の事業受託を行うなど新たな

事業展開も視野に、経営の長

期的安定を図る。 

 

 

・長年の運営実績から得た舞台 

技術のノウハウを有する専門 

職員(舞台技師)の能力を活用 

し、地域文化活動との一層の 

連携を図り県民の文化向上に 

寄与する。 

・自立的な運営を行う中で、地

域の文化芸術振興の中核的な

役割を担っていくことを期待

するが、そのためには、①事

業団の財政的基盤を支え、安

定的な運営を確立するための

民間との競争の中でも、指定

管理を勝ち取れるだけの優れ

た経営ノウハウや②魅力的な

自主事業を始めとする文化芸

術振興のための効果的な活動

の展開が重要であり、県とし

て必要な助言・支援を行う。 

≪課題２≫ 

  

部課長級職員の派遣期

間の延長と問題解決策、

スケジュール 

・年齢構成等から県派遣 

職員に替わるプロパー 

職員の人材育成が遅れ 

ている。 

 

 

 

・会計事務等の経験が少 

ないプロパー職員が多 

く、内部牽制が不十分。 

・事務局に(仮称)事務局次長補 

佐ポストを新設し、プロパー 

職員の配置により、将来の管 

理職候補を育成する。 

 

 

 

・管理能力を向上させるため、

会計事務所等と連携し会計実 

 務者研修会を開催する。 

・現行の文化会館の指定管理期 

間中(平成25年度まで)は、県 

職員(部課長級)の派遣を継続 

し、次期指定管理者の選定に 

向け、事業団に全力で取組ん 

でいただく。 

次期指定管理の獲得如何によ 

っては、その後の事業団運営 

に大きく影響を及ぼすことか 

ら、次期指定管理者の選定結 

果(平成25年秋頃)を踏まえ、 

県職員の派遣を含めた事業団 

の体制のあり方を検討する。 

≪課題３≫ 

 

公益認定申請をするか

否かの検討 

・文化施設が行う貸館事 

業は、広く県民に貸し 

出すため、公益目的事 

業と認定されない。 

・平成24年３月、理事会で非営 

利型一般財団法人への移行を 

決定した。 

 

・平成25年４月に一般財団法人 

に移行する予定である。 

・外部からの寄附がないこと、 

 文化会館については、条例上

「県民の平等な利用確保」が

求められていることから、一

般財団法人への移行は適切で

ある。 

 

資料 ３ 


